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第 1 章 要請の背景 

 

インドネシア共和国（以下、「イ」国とする。）は1984年に米の自給を対外的に宣言した後、1997年までは

経済全体の秩序もあり、主に2次食用作物が増産の対象となっていた。 

しかしながら、1997年に生じた政治的・経済的な混乱に加えて、天候（＝降雨）の不良もあり、1998年に

は我が国も70万トン強の緊急援助を行なうほどの米不足となり、「イ」国の食糧政策もパラウィジャ作物（2

次作物）のみならず、主食の米に再度重点がおかれている状況である。 

また我が国の「イ」国への2KR実績は1977年度から1998年度まで総額400億円以上が実施された実績がある。 

 

1999年11月ワヒド大統領は新国家開発5ヶ年計画（PROPENAS）を発表した。この中で1997年に発生した同

国の経済危機の中で、他のセクターの落ち込みもあり、農業分野はこれまで以上に重要となる旨が強調され

ており、世銀・IMFのセクタープログラムも受け入れている。 

 

こうした状況のもと、「イ」国は2000年度2KR実施に係る農業資機材の調達を我が国に対して要請した。同

国の場合、今年度は2つの関係省庁が個別に要請を行い、国家レベルの総括を国家開発計画庁（BAPPENAS）

が担当することとなった。 

 

表1 要請資機材リスト 

 

協同組合・中小企業庁は肥料の1及び3を、農業省は肥料の2，3及び農業機械を要請している。本調査は、

当該要請の背景・内容を検討し、先方被援助国が食糧増産計画を実施するにあたって必要となる資機材の調

達計画を策定することを目的とする。 

 

項目
要請
No.

標準ﾘｽﾄ
No.

品目
（日本語）

品目
（英語）

要請
数量

単位
優先
順位

希望
調達先

先方提示
単価（円）

先方提示
単価（＄）

肥料

1 FA-002 硫安 Ammonium Sulfate 25,000 t 2 - 9,000 -

2 FA-004 熔リン FMP 5,000 t 1 - 42,350 -

3 FA-006 塩化カリ MOP(KCl) 50,000 t  1/2 - 31,750 -

農機

1 AT-TR1 歩行用ﾄﾗｸﾀｰ 2Wheet Tractor（8HP） 150 台 3 - 510,000 -

2 AT-TR2 歩行用ﾄﾗｸﾀｰ 2Wheet Tractor（12HP） 100 台 4 - 650,000 -

3 HD-DR 乾燥機 Dryer 50 台 5 - 600,000 -

4 PT-STI 脱穀機 Power Thresher 100 台 6 - 375,000 -
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第 2 章 農業の概況 

 

「イ」国政府が1999年11月20日に承認したPROPENAS（国家開発5ヶ年計画）で、1997年から始まった経済

危機の中で、農業は畜産・水産・エステート作物を中心に、輸出面を含め大きな貢献をしたと評価されてい

る。今後も堅実な成長が期待されており、数値目標として2000年は1.4%増と低目の設定ながら、2001年は2.5%、

2004年は2.9%増へと、次第に上向きにカーブを描くよう計画している。 

しかしながら、他産業の成長はさらに大きなものが見込まれていることから、農業の国内総生産に占める

割合は経済危機前に比べ一旦は3.0%増加したもののシェアが徐々にさがることが予想され、1999年の19.5%

から、2004年には17.0%に落ち込むとの見通しである。 

雇用についても、セクター内での生産性の向上が計3.5%上昇、製造業セクターでも新たに2～3百万人の雇

用創出が見込まれることから、雇用吸収率は1999年の38.8％が2004年には36.4%になるとしている。 

図－1に「イ」国のセクター別GDPの変化を示す。同国にとっての農業の役割（位置付け）は鈍化しつつあ

るが、依然として増え続ける人口に対する食糧の安定供給と、労働力を吸収して産業基盤として国家経済を

支える意義は大きい。国家全体のGDPに占める農業セクターの割合は17%前後とそれほど大きくはないが、

農村の社会基盤として依然、重要な位置を占めている。農業セクターの内訳を詳細に見ると、食用作物サブ

セクターが半分強を占めており、続いてエステート作物サブセクター、水産サブセクター、畜産サブセクタ

ーの順となっている。 
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（出典） PenDAPatan Nasional Indonesia 1996-1999, Central Bureau of Statistics 

Indonesia, Produk DomestiKRegional Bruto Propinsi-Propinsi di Indonesia 
Menurut Lapangan Usaha 1995-1998,  Central Bureau of Statistics Indonesia 

 

図－1 「イ」国の産業セクター別GDPの変化（億ルピー） 
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「イ」国に於ける食用作物とは主要穀物である米の他、パラウィジャ作物と呼ばれる畑作物及び野菜、果

樹の園芸作物が含まれる。米は「イ」国民のカロリー摂取量の69%を占める基本的食糧であるとともに、そ

の生産は他の食用作物とともに3千万人以上の労働力を吸収する重要産業である。1980年代前半まで、同国で

は百万トンを超える米を輸入していたが、第1次5カ年国家開発計画（1970－1974年）以来推し進めてきた高

収量新品種の導入を中核とした稲作集約化の結果、「イ」国に於ける稲作生産性は力強い上昇を示し、1984

年には米の自給を達成した。 

この高い生産の伸び率は、IRRI系（国際稲研究所（IRRI）が開発した品種）の多収品種の普及、肥料・農

薬の施用増加、栽培技術の改善、農民への融資制度・補助金制度の整備などによって達成されたといえる。 

しかしながら、1980年代前半まで急激に向上した米生産の伸びは、1980年代後半から鈍化傾向に入ってい

る。これは高収量品種の導入を核とした普及がほぼ行き渡ったことにより、単位面積当たり収量の上昇率が

鈍化したためである。また、同国に於ける工業化の進展のため、西ジャワ州、東ジャワ州を中心として、優

良な耕地が工業用地や住宅地などに転用されたことも一因とされている。 

また、1997年春にスマトラ島、カリマンタン島を中心に発生した森林火災の噴煙による日照不足および世

界的なエル・ニーニョ現象が引き起こした旱魃、豪雨による虫害の大発生により、1998年の秋からおよそ300

万トンの食糧（主として米）が不足するとFAOは推測した。 

このように同国政府は1984年以来、基本的には米の自給レベルを維持しているものの、年率1.9%で増え続

ける人口と一人当たりの米消費量の増加という需給関係を反映して、最近では“Trend Self Sufficiency”とい

う考えの下に、不足時は輸入し、余剰が生じれば輸出するという需給調整を行う政策に転換している。 

一方、パラウィジャ作物は米に次ぐ食用作物で、別名二次作物（Secondary Crops）と呼ばれ、トウモロコ

シ、大豆、キャッサバ、サツマイモ、落花生、緑豆の6種類がこれに該当する。これらのパラウィジャ作物は

畑作地帯や乾期に米の栽培を行えない地帯での裏作として、農家の食糧源、現金収入源として重要な役割を

果たしている。これらのパラウィジャ作物、特にトウモロコシ、キャッサバは主食としての米が絶対的に不

足していた時代には、主食を補うものとして重要な作物であったが、近年米の生産量が増大するにつれ、食

生活の多様化・高度化に対応した蛋白質や油脂及び家畜飼料の供給源としての重要性が高まっている。また

キャッサバは外貨獲得源としても重要である。パラウイジャ作物についても米と同様にジャワ島での生産比

率が高く、サツマイモを除いて全国生産量の5割以上を占めている。 

このように、米とパラウィジャ作物は「イ」国にとって国民の食生活を支える重要な食用作物となってい

る。ちなみに一人当たりの年間米消費量は平均で140kg（日本の約2倍）である。次項表2－1に主要作物の需

給状況を示す。 
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表2－1 主要食糧作物の需給状況（1999年） 

 （単位：ｔ） 
作物名 生産量 輸入量 輸出量 

米 50,866,388 4,748,060 2,701 
トウモロコシ 9,204,036 618,060 90,647 
大豆 1,382,848 1,301,755 16 

 （出典：FAO FAOSTAT Database） 

 

また、園芸作物は国民の食生活の向上とともに近年需要が増加しており、農家の現金収入源としても注目

が高まっている。 

「イ」国の野菜はニンニク、トウガラシ、ナス、キュウリ等の伝統的に庶民が消費する野菜とハクサイ、

キャベツ、ジャガイモ、タマネギ等の高級な野菜に大別される。伝統野菜は従来、農家の庭先で栽培され自

家消費に供される他、一部が近隣の市場に出荷されている。他方、高級野菜は温帯地域から導入されたもの

が多く、その特性上、標高の高い冷涼な地域で栽培されており、ジャカルタ、スラバヤ、メダン等の大都市

近郊の高原地帯に産地が形成されている。地域別には、人口の集中しているジャワ島での生産が多く、次い

でスマトラ島となっている。 

WFPでは1998年に続き、2000年にも地方貧困層への食糧難を改善するため、食糧援助プログラムを実施し

ている。 
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第 3 章 プログラムの内容 

 
1.プログラムの基本構想と目的 

 

「イ」国の主要食糧作物は、米及びパラウィジャ作物である。米は、1997年～1998年にかけての気候の変

動によって、大幅な不足状態にある。パラウィジャ作物は、いくつかの作物を除いて国内生産だけでは需要

を支えきれておらず、輸入により需給バランスを維持している状態である。 

今年度計画の目的は、農民組織・農業協同組合を通じて、生産的かつ持続可能な方法で農業資機材を供給

することにより、主要食糧作物の増産を奨励し、その結果として農家所得を向上させて特に地方に居住する

農民の貧困を緩和することにある。 

 

表3－1対象面積 

実施機関  コメ トウモロコシ 大豆 

協同組合庁 塩化カリ 30,000 ha 25,000 ha 40,000 ha 
農業省 塩化カリ 125,000 ha 125,000 ha 125,000 ha 

 熔リン 10,000 ha 15,000 ha 15,000 ha 
 2輪トラクター 800 ha --- --- 
 乾燥機 800 ha --- --- 
 脱穀機 60 ha --- --- 

 (出典 要請書) 

 

2.プログラムの実施運営体制 

 

本プログラムの「イ」国の実施機関は、国家開発計画庁の総括の下に、農業省二国間・地域協力局、協同

組合庁事業推進総局の2省庁2局である。2省庁の役割については次のとおり。 

農業省：農業政策全般の策定、実施、新技術の研究、導入、普及を行なう。 

協同組合・中小企業庁：協同組合を通じた作物の収穫後処理及び輸送を行なう。 

各省の供与額の配分比は、農業省が高い比率を占めている。 

本プログラムの実施・運営体制は次項表3－2のようにまとめられる。 
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表3－2 実施運営体制 

作業 作業実施機関 実施監督機関 責任者役職 
通関・一時保管 国営農業資機材流通企業 

県・州レベル協同組合 
二国間・地域協力局 

（農業省） 
事業推進総局 

（協同組合・中小企業庁） 

二国間・地域協力局局

長 
事業推進総局局長 

輸送 
（港→地域倉庫） 同上 同上 同上 

保管 
（地域倉庫） 同上 同上 同上 

配布 
（地域倉庫→ 
配布地域） 

同上 同上 同上 

（出典：要請関連資料） 

 
3.対象地域の概況 

 

肥料の対象地域は「イ」国のほぼ全域である。 

具体的には農業省はアチェ特別州、リアウ、ジャンビ、北スマトラ、西スマトラ、南スマトラ、ランポン、

西ジャワ、東ヌサテンガラ、西カリマンタン、南カリマンタン、北スラヴェシ、中央スラヴェシ、南スラヴ

ェシの各州を対象地域とする。 

協同組合庁の硫安は中央ジャワ及び東ジャワ州、塩化カリは西ジャワ州を対象地域とする。 

2省庁合計として総計で14の州を対象とすることになる。 

 

農機の対象地域は「イ」国のほぼ全域である。 

具体的には、アチェ特別州、リアウ、ジャンビ、北スマトラ、西スマトラ、南スマトラ、ランポン、西ジ

ャワ、東ジャワ、中央ジャワ、ジョクジャカルタ特別州、バリ、東ヌサテンガラ、西カリマンタン、南カリ

マンタン、北スラヴェシ、中央スラヴェシ、南スラヴェシの各州を対象地域としている。 

 

「イ」国では、米が主要穀物で、地域的にはジャワ、スマトラ、スラヴェシ、カリマンタンといった順に

生産量が多くかつ同国全体の食糧生産における寄与率が高い。 
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4.資機材選定計画 

 
4－1 配布／利用計画 

特に見返資金の積立ての観点からダイレクト方式（政府の地方事務所による直接配布方式）とインダイレ

クト方式（企業体、協同組合等による配布方式）の2方式の形態が示されている（図－3－1）。「イ」国側は、

より省庁が関与する割合の強い前者を希望しているが、1）1998年度2KRに関しては見返資金の積立てが現時

点で最大の懸案事項となっているおり、その観点から見た場合、前者の積立て方法に具体的な実現性が乏し

いと言わざるを得ない、2）地方自治推進政策、省庁改変等がまだ継続中であり、その見通しがたたない等の

理由から、2000年度2KR実施に関してはインダイレクト方式のみにて実施する計画である。 

 
 
 

図3－1 実施フローチャート 

（出典：要請関連資料） 

旧公共事業省 農業省 協同組合・中小企業庁 旧移住省

ダイレクト方式 インダイレクト方式

州・県レベル 国営（民営）農業資機材流通

農業事務所／協同組合庁事務所 企業体／州・県レベル協同組合

肥料 農業機械 肥料 農業機械

農民グループ* 農業機械サービス 市場に流通 農民参加型の運営***

協同組合 ユニット／協同組合 （リース）

見返り資金積み立て

農民（リース）**

将来の農業開発

*回収された資金はｸﾞﾙｰﾌﾟ／組合内で使用される
**純益＝収益－(保守維持費用＋作業費用)
　　　　　50％＝管理費用（内訳の15%＝新規機材購入費用）
　　　　　50％＝見返り資金の積み立て

***純益＝収益－(保守維持費用＋作業費用）
　　　　　50％＝管理費用
　　　　　50％＝見返り資金の積み立て
　調達した機材は２～３年後に中古品として売却（調達した直後に売却した場合も同様）
　　　　　20％＝利ざや
　　　　　80％＝見返り資金の積み立て

ステアリングコミィティ

純益

純益

収益
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配布地域の計画は表3－3のとおりである。 

 

表3－3 配布予定地域 

  農機 肥料 
 配布地域* 2輪トラ

クター 
(8HP) 

2輪トラ

クター 
(12HP) 

脱穀機 乾燥機 熔リン

（FMP) 
塩化カリ

（MOP) 

1 アチェ特別州 1 5 10 - 250 1,500 
2 北スマトラ 10 10 10 4 125 750 
3 西スマトラ 10 - 10 2 125 750 
4 リアウ - 5 - 2 750 2,500 
5 ジャンビ 10 10 10 2 125 750 
6 南スマトラ 10 10 10 3 125 750 
7 ランポン 10 10 10 3 125 750 
8 西ジャワ 10 - - 4 125 750 
9 中央ジャワ 5 - - 4 - - 

10 ジョクジャカルタ 5 - - 2 - - 
11 東ジャワ - - 10 5 - - 
12 バリ 10 - - 2 - - 
13 西カリマンタン 10 10 10 3 750 3,750 
14 南カリマンタン 10 10 - 2 750 3,750 
15 北スラヴェシ 10 5 - 2 125 750 
16 中央スラヴェシ 10 5 - 2 125 750 
17 南スラヴェシ 10 10 10 5 750 3,750 
18 東ヌサテンガラ 10 10 10 3 750 3,750 

  141 100 100 50 5,000 25,000 

*最終的な配布地域は潜在的な需要を再検討し、確定するとされている。 

（出典 ：要請書） 

 

4－2 維持管理計画／体制 

 

農業省の肥料は農業省監督下の国営企業により市場にて転売される。農業機械も同様に、国営企業を通じ

て農民グループに配布され共同利用される。 

各農民グループの構成員は機材使用時に賃貸料を支払う計画であり、その積立金により、各種スペアパー

ツの購入、機材維持管理を行う予定である。スペアパーツの調達は、国内のディーラー及び納入企業の現地

代理店を通じて行う。農業省は2KRによって調達される機材によるデモンストレーション効果を期待してい

る。 

協同組合庁の肥料は、州・県レベル協同組合を通じ転売・配布される。 
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4－3 品目・仕様の検討・評価 

肥料 

（1）硫安 協同組合・中小企業庁分 ＜25,000ｔ＞ 

硫安は、「イ」国が同じ窒素肥料である尿素の生産国であり、且つ相当量の輸出もなされていることより、

削除することが適当である。 

 

（2）熔リン 農業省分 ＜5,000ｔ＞ 

リン鉱石に蛇紋岩や塩基性のマグネシウム含有物を混合して高温で熔融し、水中で急冷して細かく砕き乾

燥したもので、日本ではリン酸、マグネシウム、珪酸それぞれの含量、アルカリ度が公定規格で保証されて

いる。 

本肥料の特徴は含有リン酸がクエン酸に溶けるが水に溶けにくいため速効性でないことで、この点、DAP

やTSPなどとまったく異なる。逆に水に溶けにくいためリン酸固定作用の強い土壌でも固定されず、作物根

に触れると徐々に溶け出して吸収される。またマグネシウムやカルシウムの含有量が多いので酸性土壌の改

良資材としても施用効果が高い。各種作物に対するリン酸給源のほか土壌改良資材として元肥としても施用

される。 

熔リンは肥料としての効果とともに土壌改良資材としての効果も期待されており、我が国においても土壌

の酸度矯正並びに土づくり資材として施用されている。稲には10千haに100kg/ha、大豆には15千haに100kg/ha、

トウモロコシには15千haに100kg/haを用いる計画である。 

適切に使用されるならば、本プログラムの対象作物の増産効果は高いと考えられるので、要請通りの品目・

数量を選定する事が妥当である。 

 

（3）塩化カリ 農業省分 ＜25,000ｔ＞ 

 協同組合・中小企業庁分 ＜25,000ｔ＞ 

Potassium Chlorideとも呼ばれる。世界の代表的なカリ肥料である。カリ鉱石および塩水から分離・精製し

たもので、純粋な塩化カリは白色結晶であるが、採掘されたカリ鉱石は少量の粘土、鉄などを含む桃色ない

し赤色で、塩化カリも着色している。 

水溶性で、カリの肥効は硫酸カリ（SOP）と同じと考えてよいが、随伴イオンである塩素を好まない作物

があり、その場合にはSOPが選ばれる。塩素を好まない作物にはタバコ、ジャガイモなどがある。カリ施肥

量が多い野菜、果樹などにはSOPの方が安全であるが価格が塩化カリの倍以上であり、欧米ではほとんど塩

化カリが使用されている。 

稲、大豆、トウモロコシにそれぞれ125千haに50kg/haを用いる計画である。 

適切に使用されるならば、本プログラムの対象作物の増産効果は高いと考えられるので、要請通りの品目・

数量を選定する事が妥当である。 
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農業機械 

（1）歩行用トラクター 8～10 馬力 〈150台〉 

（2）歩行用トラクター 10～12 馬力 〈100台〉 

（3）乾燥機 〈50台〉 

（4）脱穀機 〈100台〉 

 

上記機材は前述したダイレクト方式による使用計画であるため、削除することが適当と判断する。 

 
4－4 選定資機材案 

 

以上の検討の結果、選定資機材案及び調達先は表3－4の様にまとめられる。 

 

表3－4 選定資機材案リスト 

 

上記選定資機材案をもとに、同国の要請優先順位等を勘案して数量を調整した結果を、表3－5に示す。 

 

表3－5 最終選定資機材案 

 

項目
要請
No.

選定
No.

標準ﾘｽﾄ
No.

選定品目
（日本語）

選定品目
（英語）

選定
数量

単位
優先
順位

想定
調達先

肥料

2 1 FA-004 熔リン FMP 5,000 t 1 DAC
3 2 FA-006 塩化カリ MOP(KCl) 50,000 t 1/2 DAC

項目
要請
No.

調整
No.

標準ﾘｽﾄ
No.

品目
（日本語）

品目
（英語）

要請
数量

調整
数量

単位
優先
順位

想定
調達先

肥料

2 1 FA-004 熔リン FMP 5,000 4,740 t 1 DAC
3 2 FA-006 塩化カリ MOP(KCl) 50,000 47,250 t 1/2 DAC
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 5.概算事業費 

 

概算事業費は表3－6のとおりである。 

表3－6 概算事業費内訳 

 （単位：千円） 

資機材費 

肥料 小計 

調達監理費 合計 

1,383,942 1,383,942 15,900 1,399,842 

 

 

概算事業費合計・・・・・・・・・  1,399,842千円 
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第 4 章 プログラムの効果と提言 

 
1.裨益効果 

「イ」国政府は食糧の増産、特に国民の主食である米の自給体制の確立を国家経済開発の最優先課題とし

て位置付け、過去27年間に亘り累次の5カ年開発計画（REPELITA）に於いて各種の農業プログラムを実施し

てきた。我が国もこの「イ」国政府の政策を支援する目的で1977年度から2KRを継続して実施している。こ

のような「イ」国政府の方針に我が国の協力も効果的に加わり、米の生産量は年々増加し、1984年には自給

を達成するに至った。このことからも我が国が実施してきた2KRは「イ」国における米自給達成の一翼を担

ったものとして評価できる。 

 

近年は2KRではパラウィジャ作物、特に大豆とトウモロコシの増産にも重点を置いている。過去に納入さ

れた肥料のうち、熔リンについては陸稲では638ha （ジャンビ310ha、北スラヴェシ52ha、南スラヴェシ276ha）

の平均収量が420kg/ha（25.28%増）、水稲では計50ha の平均収量が300kg/ha（8.5%増）、トウモロコシでは合

計4，963.5ha （ジャンビ350ha、バリ2，878.5ha、北スラヴェシ735ha、中央スラヴェシ1，000ha）の平均収

量が997kg/ha（31.47%増）となっている。 

本年度計画の農業資機材の使用による増産効果予測は表4－1のとおりである。 

 

表4－1 主要食用作物の2KR援助による増産効果予測 

作物 

作付け面積 
（ha） 

単位収量 
（t／ha） 

生産量 
（t） 

稲 実施前 2,500 4.0 10,000 
 目標 5,000 5.0 25,000 

大豆 実施前 15,000 1.0 15,000 
 目標 15,000 1.6 24,000 

トウモロコシ 実施前 2,500 2.6 6,500 
 目標 2,500 3.5 8,750 
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2.提言 

「イ」国は1984年に米の自給を達成するに至ったたものの、1997年にはスマトラ島、カリマンタン島を中

心に発生した森林火災の噴煙による日照不足、また、世界的なエル・ニーニョ現象が引き起こした旱魃、豪

雨、そして国内にて発生した病虫害により、1998年から1999年にかけて300万ｔ以上の食糧（主として米）が

不足した。 

以上のように、「イ」国に於ける米の自給は依然として不安定な基盤の上に成り立っていることから、安定

的な食糧自給が可能となるまで引き続き2KRによる食糧増産の支援が必要であると考える。 

 



 

 

 

 

資料編 
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